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○印 

誓 約 書 

公益財団法人東京しごと財団理事長 殿 

令和８年度業界別人材確保ストラテジー促進事業（団体独自取組支援）補助金（以下「補助金」

という。）の交付申請を行うに当たり、下記事項を確認し、相違ないことをここに誓約いたしま

す。 

 

☐ 都内全域を活動範囲としています。 

☐ 過去５年間に、重大な法令違反等はありません。 

☐ 納期の到来している法人都民税及び法人事業税を完納しています。 

☐ 過去１年間に財団又は東京都等との委託契約書における契約違反はありません。 

☐ 代表者、役員、又は使用人その他の従業員若しくは構成員について、東京都暴力団排除条例（平成２３年

東京都条例第５４号）第２条第２号に規定する暴力団、同条第３号に規定する暴力団員又は同条第４号に

規定する暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）に該当せず、かつ将来にわたっても該当しません。

また、この誓約に違反又は相違があり、補助金の交付決定の取消しを受けた場合にはこれに異議なく応じ

ます。あわせて、理事長が必要と認めた場合には、暴力団員等であるか否かの確認のため、警視庁へ照会

がなされることに同意いたします。 

* この誓約書における「暴力団関係者」とは、以下の者をいいます。 

・暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する法人等に所属する者 

・暴力団員を雇用している者 

・暴力団又は暴力団員を不当に利用していると認められる者 

・暴力団の維持、運営に協力し、又は関与していると認められる者 

・暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる者 

☐ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条第１項に規定す

る風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業、同条第１３項に規定する接客業務受託営業及び

これらに類する事業を行っていません。また、この誓約に違反又は相違があり、補助金の交付決定の取消

しを受けた場合には、これに異議なく応じます。 

* 接待飲食店営業のほか、パチンコ、ゲームセンター等の遊技場営業を行っている事業主は申請できません。 

☐ 会社更生法の規定による更生手続開始の申立てをしていません（債権者を除く）。又は手続きの開始決定は

されていません。 

☐ 民事再生法の規定による再生手続開始の申立てをしていません（債権者を除く）。又は手続きの開始決定は

されていません。 

☐ 破産法に基づく破産手続の申立てをしていません（債権者を除く）。又は手続きの開始決定を受けていませ

ん。 

☐ 公共の安全及び福祉を脅かす恐れのある団体に属していません。また、青少年の健全育成上ふさわしくな

い事業をおこなっていません。 

☐ 宗教活動や政治活動を主たる目的としていません。 

☐ 本申請と同一の事由で国・都、または区市町村等から補助を受けていません。 

☐ 本事業に関し提出する書類の写しはすべて、原本と相違ありません。 

☐ 本事業における関係書類について、理事長が必要と認めた場合は、関係書類を速やかに提出しま

す。 

☐ 本誓約書の内容に虚偽や不正があった場合は申請を取り下げます。補助金支給後に発覚した場合は補助金

を返還します。 
 

令和  ８年 〇月 〇日 

団 体 の 所 在 地 東京都千代田区飯田橋〇丁目〇番〇号 

団 体 の 名 称 一般社団法人 東京〇〇協会 

代 表 者 職 ・ 氏 名 代表理事 〇〇 ○○ 

R8団体独自取組支援 
様式３ 

申請日を記入してください 

※補助金交付申請書（様式第１号）と同一の日付 

内容を確認の上、レ点（☑）を付けてください 

・団体の所在地および名称、代表者の役職および氏名は、申請日時点の登記簿謄本のとおりに記入してください 

※補助金交付申請書（様式第１号）と同一の内容 

・代表者の役職および氏名欄は、記名および代表者印（印鑑証明書の印影）、または代表者の自署であること 


